
山村フォトニクス旧ＮＥＣ真空硝子は 
鈴木さんの雇用延長を認めよ！ 
― 解決の決断を迫る！第１２回団体交渉 ― 

電機ユニオンは４月６日、山村フォトニクス（７月からの新社名、旧ＮＥＣ真空硝子）と鈴木喜美子さんの雇

用延長に関する第１２回目の団体交渉を行いました。山村フォトニクスは、これまでの交渉経過を踏みにじり、

現制度に固執する対応に終始しました。電機ユニオンは、解決に背をむける対応を批判し、次回の団体交渉で、

山村フォトニクスから解決できる案を提示することを要請しました。 

 雇用延長は、能力発揮のハードル？ 

電機ﾕﾆｵﾝ 「（雇用延長対象者が極めて少人数という）実態と 

離れている制度に固執するのか。メリットは」 

山村ﾌｫﾄﾆｸｽ「当社で働くには、そういうハードルが必要。赤字 

が続く中で…」「社員が能力を発揮していただけ 

るというメリットがある」 

 高年齢者雇用安定法は、対象者は希望者全員を原則にしてい 

ます。あれこれの理由をつけてハードルを設けることは、法の 

趣旨に反します。 

重要事項を把握していない！ 

電機ﾕﾆｵﾝ 「鈴木喜美子さんの賃金はいくらか？」 

山村ﾌｫﾄﾆｸｽ「……（答えず）」 

電機ﾕﾆｵﾝ 「鈴木さんの春闘での昇給額はいくらか？」 

山村ﾌｫﾄﾆｸｽ「……（答えず）」 

鈴木さんが雇用延長を拒否されているのは、春闘での昇給 

額（４００円／月、０７年）が標準額（８００円／月）を満 

たしていないためです。その最も重要なことを知らないとは、会社側担当者（経営管理本部長）の交渉資格が問

われるものです。 

高木社長宅への要請行動を行いました 

山村フォトニクス（代表取締役社長：高木実氏）と電機ユニオンとの団体交渉は、０９年 

３月から２年間余も行ってきています。長引かせている原因の一つは、団体交渉に直接参加 

していない山村フォトニクス社長の存在があげられます。 

鈴木喜美子さんの雇用延長をめざす支援連絡会（鈴木支援連）は２１日と２２日、解決へ 

の決断をうながすため、高木社長宅への要請行動を行いました。鈴木支援連は「１、鈴木喜 

美子の雇用延長を認めること。２、貴社の雇用延長制度を、日本山村硝子の継続雇用制度の 

導入などを行い、希望する者が雇用延長できるように、改善すること。」を要請しました。 

山村フォトニクスが法の趣旨にもとづく当り前の制度（雇用延長を希望する誰もが選択できる制度）を導入し

て、企業の社会的責任をはたすよう、職場内外のみなさんのいっそうのご支援をお願いいたします。 
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鈴木喜美子さんの雇用延長を 

実現させましょう 

山村フォトニクス（（旧社名はＮＥＣ真空硝

子）の本社地区で働く鈴木喜美子さんは、６０

才以降も山村フォトニクスで働き続けたいと雇

用延長を希望していました。 

しかし、会社は、労使協定に記載されている

「雇用延長の適用者は標準以上の評価査定」を理  

由にして、鈴木さんの再三にわたる要望を拒否

してきました。 

鈴木さんは、「会社の雇用延長拒否は、原則は

希望者全員を対象とするという高年齢者雇用安

定法の趣旨に反する。納得できない」と、電機

ユニオンに入り、電機ユニオンの団体交渉で雇

用延長の実現をめざしています。 

みなさんのご支援をよろしくお願いします 



大大大企企企業業業ははは、、、内内内部部部留留留保保保ををを活活活用用用しししててて   
東東東日日日本本本大大大震震震災災災ののの復復復興興興ににに貢貢貢献献献ををを！ 
 

今回の東日本大震災の復興にあたって、大企業は持っている経済力にふさわしい社会的責任と役割をはたすこ 

とが期待されています。 

全労連のシンクタンクである労働運動総合研究所（労働総研）は、「雇用と就業の確保を基軸にした、住民本 

位の復興―東日本大震災の被災者に勇気と展望を」の提言を発表しました。 

大企業の内部留保は、巨額です 

労働総研の調査によれば、資本金１億円以上の企業 

3 万 3355社の内部留保は、この１０年間で127.9 

兆円も積み増し、2009年度の総額は317.6 兆円に 

も達しています。しかも、内部留保のうち換金性資産 

（現金・預金、有価証券、公社債、自己株式等）は99 

兆円もあり、カネ余りという事態です。 

復興費用１５兆円は、内部留保の 4.7％ 

労働総研は、復興に必要な費用について、１５兆円 

と推計しています（政府は、大震災の被害総額を１６ 

～２５兆円と推計）。この１５兆円は、内部留保総額 

のわずか 4.7％にすぎず、換金性資産の１５％に当た 

ります。  

大企業に復興国債の引受けを要請！ 

労働総研は、資本金１億円以上の企業が１５兆円の 

無利子の復興国債を引き受けることによって、震災復 

興財源を確保するよう提言しています。 

復興国債の引き受け要請額は、国内最大の内部留保 

１３兆４０６５億円を持つトヨタ自動車は６３０１億 

円、ＮＥＣは３６１億円としています（詳細は右表）。 

復興国債は、日本経済にもプラスし、景気も回復できる 

労働総研は、「大企業はさまざまな優遇措置を長年にわたって受けてきたのだから、無利子の復興国債を引き

受けるのは当然。復興事業の経済波及効果を享受でき損はない」ことも指摘しています。 その波及効果として、

「国内生産誘発額で 26.5 兆円、付加価値誘発額（≒国内総生産）で 13.2 兆円となる。日本の経済成長率を

2.6%以上押し上げる効果が生まれる」ことを試算しています。 

職場からも「大企業は、内部留保を活用して、震災復興に貢献を」「被災企業再建への支援を」「非正規社員

の解雇はやめよ」「雇用確保に社会的責任をはたせ」などの声を高め、一日も早い復興を実現していきましょう。 
 

ＮＥＣグループのみなさん、協力会社のみなさん。お気軽にご相談ください 
 

 

 

第１２回団体交渉 

 

ＮＥＣグループでの職場の問題、声、労働者のたたかいを知りたい方は、  

下の ELICNEC ホームページにいますぐアクセス！ 
http://www.elicnec.com/ 

   

アクセス３６万件 
 

復興国債の引受け要請額   単位：億円 
 

３月２５日の宣伝行動で行った東日本大震災の 

救援募金活動に対しまして、多くのみなさんから 

募金が寄せられました。ありがとうございました。 

ご協力をいただきました救援募金は、被災地に 

お届けします。 


